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特定健康診査等実施計画の概略を
お知らせします

　2008 年 4 月から、特定健診 ･ 特定保健指導がスタートしました。医療保険者 ( 健
保組合など ) は、「特定健康診査等実施計画」を定め、公表することが法令で義務づけ
られています。当健保組合の実施計画は、健保ホームページに掲出しました。ここでは、
実施計画の中から「背景 ･ 趣旨 並びに 当健保の基本的考え方について」および「第１
期５ヵ年計画 ( 平成 20年度～ 24年度 ) の達成しようとする目標」をお知らせします。

2008年
4月から

医療制度が変わりました

特
定
健
診･

特
定
保
健
指
導
の
実
施

　
40
～
74
歳
の
す
べ
て
の
被
保
険
者
・
被
扶
養
者
を
対
象
に
、
メ
タ
ボ
リ
ッ
ク
シ
ン

ド
ロ
ー
ム
の
発
見
を
主
眼
に
し
た
特
定
健
診
が
始
ま
り
ま
す
。
こ
の
実
施
は
健
保
組

合
な
ど
に
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
特
定
健
診
で
異
常
が
見
つ
か
っ
た
人
は
、
メ
タ
ボ
リ
ッ
ク
シ
ン
ド
ロ
ー
ム
の
危
険

度
別
に
分
け
ら
れ
て
、「
積
極
的
支
援
」、「
動
機
づ
け
支
援
」
の
特
定
保
健
指
導
を

受
け
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

療
養
病
床
入
院
時
の
食
費･

居
住
費
を

65
歳
以
上
の
人
も
負
担

高
額
医
療･

高
額
介
護
合
算
制
度
の
創
設

●
前
期
高
齢
者
（
65
～
74
歳
）

　
こ
れ
ま
で
の
医
療
保
険
制
度
に
そ
の
ま
ま
加
入
し
、

新
た
な
保
険
料
な
ど
の
負
担
増
は
あ
り
ま
せ
ん
。
医
療

費
財
源
の
枠
組
み
が
変
わ
り
、
高
齢
加
入
者
の
少
な
い

健
保
組
合
な
ど
は
納
付
金
を
納
め
、
高
齢
加
入
者
の
多

い
国
保（
国
民
健
康
保
険
）な
ど
は
交
付
金
を
受
け
ま
す
。

※
70
～
74
歳
の
窓
口
負
担
は
、
１
割
か
ら
２
割
へ
と
引

き
上
げ
ら
れ
る
予
定
で
し
た
が
、
１
年
間
凍
結
さ
れ
、

２
０
０
９
年
４
月
か
ら
の
引
き
上
げ
と
な
り
ま
す
。

●
後
期
高
齢
者
（
75
歳
以
上
）

義
務
教
育
就
学
前
ま
で
は
、
医
療
費
の

自
己
負
担
が
２
割
で
す
む
よ
う
に

　
３
歳
未
満
の
乳
幼
児
は
、
従
来
か
ら
医
療
費
の
自
己

負
担
が
２
割
で
し
た
が
、
４
月
か
ら
は
、
そ
の
対
象
が

小
学
校
就
学
前
ま
で
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

　
70
歳
以
上
の
人
が
療
養
病
床(

主
に
慢
性
期
の
た
め
の

病
床)

に
入
院
す
る
場
合
、
介
護
保
険
と
の
負
担
均
衡
を

図
る
た
め
に
、
食
費
と
居
住
費
の
一
部
を
負
担
し
て
い

ま
す
が
、
65
～
69
歳
の
人
へ
も
対
象
が
広
が
り
ま
し
た
。

　
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
自
己
負
担
の
年
間
合
計
額
が
限
度
額
を
超
え
た
場
合
、

申
請
に
よ
り
超
え
た
額
が
払
い
戻
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
な
お
、
手
続
き
は

２
０
０
９
年
度
以
降
に
な
り
ま
す
。

●
　
　
　
●
　
　
　
●
　
　
　
●
　
　
　
　
●
　
　
　
●
　
　
　
●
　

新
し
い
高
齢
者
医
療
制
度
が
創
設
さ
れ
ま
し
た

　
こ
れ
ま
で
の
老
人
保
健
制
度
は
廃
止
さ
れ
ま
し
た
。
高
齢
者
は
年
齢
に
よ
り
前
期

高
齢
者
（
65
～
74
歳
）
と
後
期
高
齢
者
（
75
歳
以
上
）
に
分
か
れ
、
新
し
い
枠
組
み

で
医
療
を
受
け
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

改
正
の
主
な
ポ
イ
ン
ト

特定健康診査実施率

特定保健指導実施率

メタボリックシンドローム該当者・予備群の減少率

平成 24年度

82%

45%

減少率を 10%以上

背景・趣旨　並びに　当健保の基本的考え方について

実施計画全体は、
健保ホームページ
をご覧ください。

　特定健康診査等は、平成 18 年に改定された一

連の医療制度改革関連法の中で、これからのわが

国の生活習慣病対策の柱として「内臓脂肪症候群：

メタボリックシンドローム」に的を絞った施策と

して定められ、40 歳から 74 歳の全ての国民に等

しく適用される制度として、各医療保険者にその

実施が義務付けられたものです。またこの実効を

確保するため活動が一定レベルに達しない、成果

を挙げられない保険者に対するペナルティー （当

健保の規模では年間最大 2 億程度 / 優れた成果と

認められた場合は逆に高齢者医療費の負担が軽減

される） が設けられています。

　具体的には各保険者は､｢特定健診｣において個々

の加入者の生活習慣上の課題等を明らかにし ､｢ 特

定保健指導 ｣ でその改善を積極的、継続的に支援

することにより、生活習慣病の発生を抑制し、加

入者の将来にわたっての健康増進を進め、わが国

の医療費の適正化と、信頼でき持続可能な医療保

険制度の確立を目指す、とされています。

　当健保組合は母体事業主健康管理センターとと

もに、加入者への生活習慣病予防に向けた健診・

指導を実施してまいりましたが、以上の法制化を

踏まえ指導・支援する体制を強化します。

　また、健診結果に基づく現役社員に対する面談

指導は、従来医師が特に必要と認めた場合以外は、

希望者に限り実施しておりましたが、「特定保健

指導」の評価においては面談が必須とされ、5 年

の計画期間を通じて順次「面談」を増やして行き

ます。合わせて「面談」を含む指導を被扶養者等

へも拡大します。なお、この保健指導においては、

法定の年齢基準に満たない方（40 歳未満）につ

いても、リスクが高いと認められる場合は、法定

に準じた対応を行います。

　皆様におかれましても、この活動にご理解をい

ただき、在職中のみならず、豊かな第二の人生の

ためにも積極的にご参加くださるようお願いいた

します。

第１期５ヵ年計画（平成20年度～24年度）の達成しようとする目標

　
75
歳
以
上
の
す
べ
て
の
人
と
65
歳
以
上
の
寝
た
き
り

等
の
人
は
、新
し
く
発
足
し
た「
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
」

へ
加
入
し
ま
す
。
健
保
組
合
な
ど
の
被
保
険
者
や
被
扶

養
者
も
、
75
歳
に
な
る
と
新
制
度
の
被
保
険
者
と
な
り
、

保
険
料
を
納
め
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

○
医
療
費
の
自
己
負
担
は
、
原
則
１
割
負
担 (

現
役
並

み
の
所
得
が
あ
れ
ば
３
割
負
担
）。

○
健
康
保
険
の
被
扶
養
者
だ
っ
た
人
は
、
保
険
料
負
担

が
、
制
度
加
入
時
か
ら
２
年
間
は
半
額
に
軽
減
さ
れ
ま

す
。
さ
ら
に
２
０
０
８
年
４
月
か
ら
半
年
間
は
全
額

免
除
、
そ
の
後
の
半
年
間
は
９
割
減
額
と
な
り
ま
す
。

　2006年度から実施されている医療制度改革の一環として、2008年４月
に実施された改正の概要をお知らせします。
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